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1995年 の第二 次IPCC報 告 は詳細 な根拠 を
提 出 して地球 の温暖化 が進行 してい ることを明 ら
か に した。1990年 の報告で は原因 は不明 と してい
た過去 の地球気温の上昇 にっいて も人間活動 によ
るとの判断を示 した。予見 は科学 的な知見 を豊富
にす ることでよ り適確 とな り,温 暖化防止 はより
緊急 の課題 となっている。 すでに産業革命以前 よ
り0.6度 上昇 した地球気温 は,1980年 代 には急上
昇 し,島 喚諸国の多 くは水没の危険 にさらされ る
と予測 されて いる。
EUで もこの点 の認識 では共通 してい る。人間
活動 による温室効果 ガスの増大 を食 い止 めること
を現世代 の次の世代に対す る責任で あるとの 自覚
にた って1997年3月,EUは2010年 まで にEU
全体 と してCO2排 出量を15%カ ッ ト,2005年 ま
でに7.5%を 決定 した。 そ して他の先進諸国の温
暖化防止策に不満を表明 している。1997年6月 に
開催 された国連特別総会 にっいてEUは 絶望 した
ことを直後 の8月 はじめボンで開催 された京都会
議 の準備会議 で次の よ うに表明 した。 「EUは 地
球温暖化防止 の行動が先進国,発 展途上国双方に
とって緊急 に求 め られていると考 える。次 の締約
国会議の結果 に関 して特別総会 で最高 レベルでの
メ ッセージを求 めたが得 られなかった。回答を拒
否 した人 々は特別総会の性格 にて らして合致 しな
い と手続 き論を述べただけで,気 候変動問題 の緊
急性を否定す る主張は聞 けなか った。気候変動枠
組み条約 の締約国 と してわれわれ は,こ れ まで以
上 に京都会議 の結論 が この脅威 に有効 に対処で き
ることを保障す る責任を持 っている」(ボ ン準備会
議でのEU代 表発言)そ して京都会議 の決議 をより
有効 に実施 し,改 善すべ き点 を改善す るために気
候変動枠組 み条約 の第四回締約国会議を京都会議
の1年 後の早期に開催す ることを提案 している。
このよ うな主張は 日本の一部のマスコ ミが報 じる
ようにEUは 環境派 に押 されてやむな く取 ってい
るだけだ とい う姿勢か らは出て こないだろ う。
そ うしたEUの 行動 の背景には ドイ ツと同 じよ
うな北 欧を中心 とす る国内での環境運動全般 の高
ま りと併せて,温 暖化 による被害を うける国々の
動 きがある。
オランダのノール ドウェイクで地球温暖化防止
のための世界環境大 臣会議 が開催 された1989年
の11月,モ ル デ ィ ブの ガ ヨー ン大統 領 は モル
ディブの首都 マ レに14の 島颯諸国の代表を招 き,
一fiO一 ドイ ツ ・日本の温暖化防止政策 の検討
地球温暖化 に関する国際会議を開催 した。会議 は
「地球温暖化 と海面上昇 に関す るマ レ声明」 を発
表 した。そのなかでは地球温暖化 による海面上昇
は島喚諸国の存立その ものを脅かす恐れがある。
工業諸国 はただちにそれを防止す る倫理的責任 が
ある。と指摘 していた。この島娯諸国 は1990年 の
第二回世界気象会議が開催 された際にAOSIS
(AllianceofSmallIslandsStates)と して登場 し
た。太平洋,イ ン ド洋,カ リブ海の35か 国か らな
り,そ の後 の国際会議を経 るに連れて発言力を強
め,気 候変動枠組み条約 の締約国会議 で先進工業
国に対 して2005年 にCO2排 出量の20%削 減を要
求 した。EUが2005年 に7.5%削 減 を決定 したの
は こうしたAOSIS諸 国の動 きを配慮 したこと
によると思われる。
珊瑚礁 か らな るこれ ら諸 国 は低 い国で は海抜
1.5メ ー トル しかない島 もあ り,IPCCの 第二
次報告書 では台風 による高潮が襲 った場合には避
難 の方法がな く,島 か ら退避する必要 があると指
摘 している。 そう したなかで気候変動枠組み条約
締約国 は1992年 締結の条約では2000年 以降につ
いて規定 していないため,2000年 以降につ いては
温室効果 ガスの排 出量 を1990年 の排 出水準以下
に削減す る,そ れを拘束力あ る規定 とす る,気 候
変動枠組 み条約 の第3回 締約国会議でそれを決定
する事 となっている。
EUで も指導的位置にある ドイツ政府 は気候変
動枠組条約 の締約国 と して はもっとも厳 しい削減
率を 自国 に課 し,EU諸 国 に先駆 けて2005年 に
1990年 比25%カ ッ トす るとい う決 定をお こな っ
た。 そのよ うな思 い切 った決定 の背景 にはこれ ま
での住民運動 を母体 して,政 治 を左右 するほどに
まで有力 とな った ドイッ各地 の住民の環境運動 と
それ らを背景 とした緑の党が象徴す る政治勢力が
ある。 それ らに触 れる ことはで きないが ごみ問題
か ら交通問題 エネルギー問題な ど多様 な分野 で
影響力を持 ってお り,そ の一部 は日本で も紹介 さ
れてい る。
2.ド イツにおける環境政策の位置
その ような潮流 を典型 的 に表現す るのが1994
年の憲法改正であろ う。 ドイッで はその憲法(基
本法)を 改正 し,国 家 目標 と して,自 然保護 を掲げ
た。そ して未来 の世代 に対す る責務 として政府 は
持続可能 な社会 の構築 とい うゴールにどれ ほど接
近 したか。必要 な対策を適確 に採用 し,未 来 の世
代 に対す る当世代人 としての責務 を行動 に移 した
か。 これ らをすべての分野 にわた る横断的政策課
題 と位置付 けている。(TOWARDSSUSTAINA-
BLEDEVEROPMENTINGERMANY)
そのような位置付 けに基づ き,国 政のなかで も
優先 的位置を占め る事 となった環境政策 は実施上
の基本原則 として以下の3項 を掲 げる。
1.予 防的施策 の原則.結 果が不確かな場合で もリ
スク発生 のおそれがあれば事前に対処 する。
2.ポ リューター ペイ プ リンシプル,環 境破壊
防止お よび回避iのための費用 は発生 に責任を負 う
ものが負担す る,
3.協 力の原則,環 境 目標を実現す るためには最大
限の コンセ ンサ スが必要であ り,コ ンセ ンサスを
得 ることを政策推進のための手法 とす る,自 然環
境を守 る憲法上の義務 を果たす上で国 と社会 との
協力の必要 が発生す る,連 邦政府 は州 当局,市 町
村,環 境運動体な ど環境政策にかかわる主体 との
協力をよ り重要視 する。
したがって,ド イッの温暖化防止 に関す る施策
は,全 面的,体 系的で あるばか りでな く極めて具
体 的で あ る。各産業対 策か ら電 力 エネルギ ー産
業,交 通計画,建 築物対策 など130項 目以上にお
よぶ施策 としてまとめ られ,連 邦政府 とは別に多
くの自治体 はそれぞれ独 自で温暖化防止計画を立
て,実 施状況を点検す る仕組 みを作 っている。
その主な もの は工業部門,交 通,ビ ルなど建築
物,家 庭部門でのCO2削 減 である。
工業 部門 に関 しては1995年3月,気 候変動枠
組み条約第一回締約国会議がベル リンで開催 され
た時,ド イ ッ工業連盟 は自発 的に1990年 に比 べ
て2010年 のCO2排 出量を20%カ ッ トす ると宣言
ドイツ ・日本 の温暖化防止政策 の検 討
した。工業連盟参加の業界団体 で自発 的宣言 に参
加す る業界 は相次 いで増 え,そ のCO2排 出量 は ド
イ ッ工 業部門 の80%以 上 を 占める ほどにな って
いる。 そのようになる動機 は ドイッ政府が炭素税
の賦課 を用意 して いることにある。 自発的な企業
行動 によ りCO2削 減がで きなか った場合,ド イッ
政府 は炭素 税 を賦課 してCO2の 排 出量 を削減 す
るとして いるが,排 出量の削減効果がで るほどの
課税 は企業負担をよ り重 くす ることにな り,企 業
側はそれよ りも自発的手段 による削減を選択 して
いるとい うのが実情であ る。 自発的削減宣言によ
り ドイッ産業界 が20%削 減 を実現 す ることがで
きれば,連 邦政府 は予定 して いた炭素税 に依存せ
ずに削減 目的の大部分 を達成す ることとなる。
1995年3月,自 発的に温暖化防止 に努力すると
約束 したさいには参加 団体 は15業 界団体で あ っ
た。厳 しい交渉 の後,1996年3月,ド イッ経済団
体 はよ り前進 した声 明を発表 した。各個別 の業界
団体 の声 明がCO2の 排 出削減 につ いて の合意 を
一fil-一 一
含むだけでな く産業界,家 庭および小規模消費者
の排出す るCO2を2005年 まで に1億5千 万 トン
削減す るとい う合意 を含 んで いた。 ドイ ッ産業界
の声明の根本 的な新 しい要 素 は業界 団体数 が18
に増え適用範囲が極めて広 く,ド イツ産業のエネ
ルギー消費 の80%を カバ ーする もので あった。同
様 に,ド イッ政府 と業界 とのあいだで監視 システ
ムについて も第三者機関がモニター報告 を検査す
ることにつ いて合意が成立 し,正 確度 において も
改善 された。
3.ド イ ツで のCO2削 減 の実 績
連邦政府 は1997年4月,気 候変動枠 組 み条約
に基づ く第二次報告を発表 した。 それによると基
準年 の1990年 のcoy排 出量 は表1が 示 すよ うに
確実 に減少 している。
ドイ ッ全 体 と してX990年 か ら1995年 にCO2










































































































合 計 iooiao 100100 ioo100 o.o 0.0 o.o
注 ・PJ(ペ タ ジ ュ ール),1ペ タ ジ ュ ー ル=947,800百 万BTU 出所:ド イ ッ環境省資料
一62一 ドイッ ・日本 の温 暖化防止政策 の検討
た。 政府の研究で も2005年 まで に15%カ ッ トす
ることはで きる との見通 しで あ るが,国 の 目標
25%カ ットを実現す るには閣僚作業 グループと し
てさ らに具体策 をたて努力が必要であ ると述べて
い る。
ま たエネル ギー消 費 の伸 び率 が高 い,交 通 部
門,家 庭用,オ フィス ビルのエネルギー消費 によ
るCO2の 削 減 につ いて も対策 をたて実施 して き
た。そのなかで も困難 な分野 はCO2の 増加が著 し
い交通部門で の削減政策 であ る。 日本 の1990年
を基準 と してCO2の もっとも排 出量が高か った
のは交通部門であ り,1990年 比1994年 は12%も
オーバー してい る先進国共通 の難部門であ る。
CO2削 減に関す る業界 と政府 との協定 はすでに
有効性を示 しているので,経 済団体 として はCO2
排 出税 またはエネルギー税を導入す る必要 はない
と主張す る(ド イッ産業連盟1996年3月)。 ドイッ
の工業用 エ ネルギー需 要 は旧西 ドイッで は過去
40年 間 に最終エネルギー需要 の50%か ら27%に
まで減少 し,省 エネルギー,環 境投資 に3,000億
マルクを支出 して きた。一方 ドイッ連邦政府 は こ
れに対 して,業 界団体 による自発的なCO2削 減が
有効 で あるあいだ はEU規 模 でのCO2税/エ ネ
ルギー税 の実施 を延期す るという姿勢を変えてい
ない。
産業用需要の ほか,交 通,民 生用,家 庭用のエ
ネルギー重要 は大 き く,そ れぞれの分野で詳細 な
CO2排 出削減策を定めている。(表2.3.4)
具体的施策 の方 向を示す典型 と して交通部門 と
電力供給部門での施策を紹介する。
4.ド イツ ・交通部門にお ける温暖化防止策
日本で も1990年 以降 もっともCO2の 排 出量が
増加 している部門である交通 について ドイッでは
積極的施策を推進 している。交通分野 はCO2排 出
表一2ド イツにおけるGDP当 たりの一次エネルギー消費 とCO2排 出貴 とCO2割 合の変化
1990 1991199219931994 1995
















































注 ・GDPは1991年 の数 値,1996年 ドイ ッ環 境 省 資料,GJは ギ ガ ジ ュー ル,TJは トリ リオ ンジ ュー ルの略
出所 ドイ ッ環 境 省
ドイッ ・日本の温暖化 防止政策の検討 一63一
表一3ド イ ツにおける2005年 までのcoy排 出量 「対策 な しケ ース」 シナ リオエネルギー効率向上
部 門
実 績 シ ナ リ オ
199011995 20002005 90/9595/0590/05


































エネルギー部門計 439.4373.2 382.2391.4 一i5 .i4.9-1U.9
合計 998.2883.1 941.5961.4 一11 .58.9-3.7
リニ ュ ー ア ブ ル エ ネ ル ギ ー 一_ 7,912.8 }_ 一
エネルギー部門排出量 ・.+..・.. 949.E974.2 一11 .510.3-2.4
非 エネルギー部 門 27,525.2 26,125.5 一一8 .41。0-7.5
合計排出量 1,025.7908.3 975.E999.7 一i1 .410.1-2.5
国際航空マイナス分 11,613.9 15,015.9 19.814.33fi.9
国際航空削減後合計 1,014.2894.5 960.4983.8 一11 .810.0-3.0
出所 ドイッ環境 省
量 の20%,窒 素酸化物排 出量の47%,炭 化水素の
32%を 排 出す る汚染源 である。
連邦政府 の施策の基礎 にあ る考え方 は次 の通 り
であ る。
#.交 通 を回避 す ること,
1970年 代 の都市計画 の基本 とな った考 え方 は
職住分離 であったが,今 後 は否定 され,職 住接近,
「短距離 の都市」作 りに転換 しなければな らない。
しか し都市計 画が効果 を見せ るに は長期 を要 す
る。
#.環 境負荷 の少ない交通手段への転換,
短期的には この方法が採用 され る必要 がある。
連邦政府は貨物輸送 の道路か ら鉄道,水 運への転
換,旅 客輸送の 自動車,航 空か ら鉄道な ど公共交
通への転換 にっ とめて きた。 このためには鉄道貨
物 などの料金,利 便性 が道路輸送 との競争 に耐 え
るよ うな魅力的で なければな らない。鉄道 と道路
の積 み替 え施設条件 の改良 な どに2012年 まで に
41億 マル クを投資す る。鉄道の輸送効率 と競争力
を強化 して鉄道輸送 の比 率 を上 げ るた めに1993
年 に都市間急行一高速列車を導入 し,大 幅 に時間
を短縮 した。 また地域 の公共交通 サー ビスを向上
す るために州政府 に対す る補助金 を1967年 か ら
1995年 までに430億 マル ク支出 した。州,市 町村
の独 自の支 出 も加わ って,地 域での公共交通 は交
通網,運 行時間,料 金な ど利用者 に魅 力ある もの
にな っている。 フライブルグモデルといわれ る環
境定期券 などの特別利用料金制度 はこうして補償
されている。 フライブルグ市 では じま った交通計
画 の転換 は ドイツだ けで な く欧州全土 の各都市 に
広 が って い る。 フ ラ イ ブル グで は環 境定 期 券
(Regio-Kane)を59マ ル クで購入 す る と1か 月
間 フ ライブル グ市 郊外 まで2,600kmの 公共交通
機 関はすべてに乗車で きる。他人 に貸 し借 りも自
由であるうえ日曜には成人2人 子供4人 まで乗車
で き る。 自動 車交通 を削減 す るため の施 策で あ
一64一 ドイツ ・日本 の温 暖化防止政策 の検 討
表一4ド イツにお ける2005年 までのcoy排 出量 「対 策後」 シナ リオ
部 門
実 績 シ ナ リ オ
199011995 200012005 90/9595/05190/05










































リニ ュ ー ア プ ル エ ネ ル ギ ー
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また,重 車両 には1995年 以来 ドイ ッおよび他
のEU諸 国で は高速道路の通行料金が賦課 され る
ことにな った。通行料 は年間最大1250ECU賦 課
され るが ドイッ連邦政府 は重車両 の実際の走行 コ
ス トを反映す る水準 まで引 き上 げることを支持す
る。 また乗用車か ら他 の輸送手段利用 に転換 させ
るには運転者 に適切な経済負担を課す ことが必要
であ る。 ドイッでは燃料油価格の3分 の2は 税金
であ る。交通手段 の選択に影響するほどの燃料価
格の引上 げは公共交通が不十分な過疎地域 の住民
や自動車 に依存 している高齢者 にとって負担が重
くなる。代替交通手段 の開発導入を優先 させ るの
が課題 とな っている。
#.技 術開発による自動車,燃 料の効率改善,エ
ネルギー消費 と汚染物質 の排 出削減
3.5ト ン以 上 の重 車両 に は1994年 に排 出 ガス
量格差 を導入 したが,1997年 か ら排出ガス量 の規
模 による自動車税格差 を導入す ることにな ってい
る。 また排 出ガスの少 ない液化天然 ガスの自動車
燃料 を奨励す るた めに1995年 に該当車 の燃料 税
を半額 に した。
#.交 通 ルー ト建設 による国土 への負荷 を軽減す
ると
1992年 の連邦交通 網計画で は環境負荷 の少 な
い鉄道,水 路への投資 に重点 を置 くこととな って
いる。 自然,景 観を配慮 した交通 ルー トの策定 か
ら施設規模,工 事方法 にいた る各段階で環境的視
点が貫かれなければな らない。
交通体系 の転換,自 動車道路建設計画 よりも鉄
道建設計画への投資拡大,都 市交通 における軽快
電車,環 境定期 の導入 によ り貸与,多 人数利用を
可能に してマイカーか ら公共交通利用者拡大 の方
策が見立っ。 自動車締め出 し,自 転車専用道路,
自転車専用 レー ンの増設な どマイカー削減策 が際
立 ってい る。
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部門別CO2排 出削減 も詳細 な計 画 の実行 と点
検 による成果 を達成 してい る。
2005年 のCO2を1990年 に比 べ て25%削 減 す
るとい う計画 は過去の実績 のうえでの計画である
ことに注 目す る必要があ る。 日本 との大 きな相違
点 は気 候変動 を防止 す るたあ にCO2の 排 出削減
が ドイ ッ市民,州 および連邦政府 と業界団体が一
体 とな って実現 しなければな らない課題 と して国
民 的合意 がで きて いる との印象 を うけた ことで
あ った。
5.ド イ ツ電力 業界 のCO2削 減策
産業 のなかで もっと もCO2排 出量の多 い電 力
業界の実施計画 と現在 までの実施状況 はつ ぎの通
りである。
電 力業界 のCO2削 減 は原 子力発電 の拡大 を考
慮 に入れず,供 給側 と需要側 の両面で実施す る。
電 力 業界 で は1990年 に比較 して2015年 のCO2
排 出量 の潜在 的削減可能量 は12%,2005年 の削
減可能量 は8-10%と 推定 している。準備段階で
の計算で は1995年 のCO2排 出量 は2億7千 万 ト
ンであ った。発 電量 は増 加 した に もかか わ らず
CO2排 出量 はその2年 前 と同 じであった。1987年
か ら1990年 までにCO2排 出量 は20%以 上削減 し
た し1990年 か ら1995年 までにはさ らに7%削 減
した。その内訳 はつ ぎの通 りである。
#.旧 西 ドイ ッ地域 での電 力生産 の増 加 一CO2
1,100万 トン増加
#.旧 東 ドイ ッ地域 で の電 力生産 の減 少‐cot
2,200万 トン減少
#.旧 東 ドイ ッ地域 での原子 力発電量 の変化 一
CO2600万 トン増加





電力会社 は需要家に対す るコンサルテ ィング活
動 によ りDSMを 強化 して,電 力の効率的使用 に
っ とめて きたがDSMプ ロジェク ト参加者 に対す
一65-一
るマニュアルの作成配布 によ り,よ りいっそ う普
及 をはかる。
1994年 半 ば現在,160のDSMプ ロジェク トが
進行 中で あったが1995年 秋 には新 たに98の 新規
プ ロジェク トを開始 した。新規 プ ロジェ ク トの
75%は 家庭,商 業,公 共施設向 けで残 りの25%は
工業,農 業,そ の他部門向けである。家庭用で は
暖房,照 明,給 湯,家 庭用電気器具 の分野である。
☆ 既存 の発電所 の効率向上
すで に着 実 に実施 中で あ り,2005年 まで には
500万 トンのCO2排 出削減 を見込んで いる。
既存 の火力発電所 の効率 向上
この分野 でのCO2削 減方 法 と して次 の手段 が
ある。





電力会社 はCO2削 減声明を出 してか ら1996年
3月 まで に効 率向上 のため42案 件 を施 行 中であ
る。その50%は 蒸気発生部門,25%は ター ビンの
改良である。 この結果,160万 トンのCO2排 出を
削減す ることができた。
こうしたさまざな方策を実行 して きた結果,年
間850万 トンのCO2排 出量 を削減 できた。
その他 リニューアブルエネルギーの開発利用 に
も参加 し,こ れによるCO2削 減量 は2003年 には
550万 トンに達す るものと見 られている。
電 力 供給 会 社 は1994年 に は187億kwhを 水
力,バ イオマス,風 力,太 陽光発電か ら供給 し,
92年 よ り7%増 加 した。1995年 には前年 よ りも
さ らに20億kwh増 産 した。電力供給会社 は毎年
リニューアブルエネルギーのために9億 マル ク以
上を支出 している。 その多 くは水力発電 風力発
電 フ ァームなどで あ る。大型風 力発電 公園10万
kw,ハ ンブル グの500kw風 力発電 の新設 などは
その一例 である。(BDIの 宣言.1996年3月)
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6.日 本の温暖化防止策 とその効果
京都会議 に臨むに当 り日本政府が世界で もっと
も低 いCO2削 減策 を提 示 したの は大 幅 な削減 が
技術 的に困難 で,実 行可能 な現実 的施策を採用 し
たためだという。だが この主張 には根拠がない。
日本政府代表 も参加 して いるIPCC(気 候変
動 に関す る政府間パ ネル)は すで に1996年 に現
代 の技 術 水準 で2010年 まで にCO2の 排 出量 を
20%削 減す ることができると研究結果を発表 して
い る。IPCCは1989年 に国連 と世界気象会議
が共同で設立 した国際機関で,そ こが実行可能性
を確認 したわけであるが,こ の根底にあるのは現
代資本主義 がエネルギー,資 源を浪費す る構造的
システムであるとの現状分析 による認識 である。
現代資本主義 を支える大量生産,大 量消費,そ し
て大量廃棄の システムその ものがエネルギーの大
量浪 費 を生 み出 して い く。(詳 しくは宮嶋信夫著
「大量浪費社会」技術 と人間刊参照)
日本 において も っともエネルギ ー消費量 が増
え,CO2排 出量が増加 した部門 は交通,輸 送部門
と民生部門である。政府 は温暖化防止行動計画で
二酸化 炭素排 出 の少 な い交通 体系 の形 成 と,都
市,地 域 の形成 を唱えてはいた。 しか し実際 には
CO2排 出の少 ない公共交通にはほとんど独立採算
性 にまかせて経営難か ら縮小削減す るままに放置
して,ド イ ツ,EUな どのよ うに自動車関係税収
を公共交通 に投 じるよ うな援 助策 は と らなか っ
た。 む しろ逆 に高速道路建設 を最重点 と した交通
計画 の実現 に世 界最大規模 の巨額 を投 資 して き
た。 また自動車単体 について も排気 ガス削減 の措
置はとつてはきた。 しか し税制改定 によ り自動車
の大型化を助長 し,日 本の乗用車 のなかでのCO2
排出量 の少 ない小型車の比率 を縮小 させ大型化 を
推進 したのが政府であ った。
また,交 通体系 の分野 で冒頭 の1項,2項 に掲
げて もっとも力 を注 こうとしたのは自動車 の軽量
化 による燃費改善や,電 気 自動車の導入であ って
現実的で はな く,EU諸 国の ように自動車交通か
ら公共交通へ の転換 は添 え物 と して末尾 に追記 し
ているに過 ぎなか った。
家庭用 のエネルギー消費 の場合 も同様であ る。
家 屋建築 の さい,都 市 ガス市場 を奪 お うとす る
オール電化,電 気温水器拡販へ向 けた強力 な販売
競争 は通産省公認 の もとで電力会社 により推進 さ
れている。電力会社 の最大の販売戦略は依然 とし
て民生用電力需要の拡大にあ り,真 夏の ピーク時
需要を抑制す るときにだ けそれ は中休みす るにす
ぎない。
以 上 のよ うに主 な内容 を一瞥 しただ けで も,
1990年 策定 した政府 の地球温暖化防止行動計画
は無内容 な机上の作文で しか なか った。か りにそ
れをすべて実施 した とて も成果が上が るよ うな も
のではなかった。 それさえ も実施す る意思 は政策
当事者 にはなか った。 たとえば貨物輸送 を自動車
交通 か ら鉄道交通ヘ モー ダル シフ トす ると触れて
はいた。だが現実 にモーダル シフ トが進んだのは
鉄道貨物か らトラックへの転換だけで鉄道貨物 は
減少 し続 けた。経済支援,財 政的支援 をせずに独
立採算性 にまかせて鉄道貨物 の衰退を傍観 しただ
けだ った。
日本政府 の気候変動枠組み条約,第3回 締約 国
会議 に対 す る議長国 と してのCO2削 減 の提案 は
名 目は5%カ ッ トでっ じっまを合わせたが実質 は
0.5%カ ットだ けを実施 すれば拘束 を受 けず世界
全体 として は僅 かに3.2%を 削減す るだ けでEU
提案 の5分 の1に しかな らない物であった。 これ
ではCO2カ ットす ることにはな らず,こ れまでの
気候変動枠組み条約の規制を厳 しくすることによ
り,地 球温 暖化 による未来の世代 に対す るさまざ
まな影響を未然 に防止 しようとす る世界各国 が到
達 した合意を覆す ものであ った。
世界 の22%を 排 出す る最大のCO2排 出国 で,
人ロー人当た りでは先進国平均の2倍 にも達す る
国 ・米国で も緩和策を選べば削減 しな くてすむ事
にな る。 日本提案 は削減 を目的とす るとい う名 目
だけ は残 しなが ら実態 はいか にCO2を 多 く排出
するかに知恵 を絞 った策略であるか はだれの目に
も明 らかである。
日本案 が万が一 にも採択 された場合,1990年 に
く らべ て2010年 の先 進 国全 体 のCO2削 減 率 は
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3.2%に とどま り,日 本政府 がい う制裁措 置を と
るにはさ らに2%の 余裕 を見 るとすれば許容 され
る削減 率 は実質1.2%で もよ い とい うこ とに な
る。 これで は議長国 と しての指導性 はおろか,温




きと訴 え,対 策を急 げと叫んだ。 だが政府 は地球
温暖化の重大 さを認識 し,十 分な検討の うえで本
腰 をいれてそれを防止 しよ うと対策を立てた とは
うかがえない。 それを示すのが温暖化防止 の基本
方針 とな って い る1990年10月 に閣 議決定 した
「地球温暖化防止行動計画」であ る。前提 として冒
頭に 「配慮すべ き事項」 に1)地 球環境保全型社
会 の形成,2)経 済の安定的発展 との両立,を 掲 げ
て地球温暖化防止策が経済成長 を妨げないように
釘 を さす。 ブラ ジルで の地球 サ ミッ トが述 べ た
「現代 の経済繁栄 のために未来 の世代の利益 を損
なってはな らない」 とす る理念 とは相反 する認識
であ る。
温暖化防止のための対策 と して次の5項 目を掲
げて いる。
1.二 酸化炭素排 出の少 ない都市,地 域 の形成
2.二 酸化炭素排 出の少 ない交通体系の形成
a二 酸化炭素 の排出の少 ない生産構造 の形成
4.二 酸化炭素形成 の少 ないエネルギー供給構造
の形成
5.二 酸化炭素排出 の少 ない ライフスタイルの実
現
これ らの施 策 を 実施 す る こ とに よ り日本 の
2000年 のCO2排 出量 を1990年 水準 に抑 えること
を約 束 した。 ところが計画発 表後 わず か5年 で
CO2の 排 出量 は1990年 の水準 を8%越 えて しま
い,国 際的約束 はとうて い実現不可能 とな って し
まっている。(図1)
日本政府が前に述べた温室効果 ガスの排 出削減
に実効性 の乏 しい施策 しか提言 しなか った理 由 と
して,日 本で は1992年 に成立 した気候 変動枠組
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み条約 の取決 めである2000年 の排出量を1990年
水準で安定化 するとい う規定 を実行 できなか った
こと,ま た ドイッやEUの よ うに高 い削減 目標 を
決定 して も実行 す ることが困難であると政府 は主
張す る。 だが,EUや ドイッのよ うに 日本政府 は
実際 に何かCO2削 減 を実行 しよ うと した具 体策
があ っただろ うか。もっと もCO2排 出量 が増加 し
た運輸,交 通 部門 で ど うで あ ったか。 た とえば
1992年 ドイ ッで は交通網5か 年 計画 を大幅 に改
めて道路建設予算 よりも鉄道建設予算 を増や し,
高速道路建設計画の距離を短縮 した。同 じ頃,日
本では地球温暖化防止行動計画を策定 した3年 後
の第11次 道路整備5か 年計画 で は10次 の54兆
円よ りも50%近 く引 き上 げて76兆 円を投資 し年
間7千 億 円程度 の鉄道予算 の20倍,世 界最高額
の自動車道路建設投資 に踏 み出 した。(表5)ま た,
CO2削 減のために自動車燃費 の向上 をと政府,自
動車業 界が叫 んで いたそ の時,実 際 に行 ったの
は,物 品税 か ら消費税への転換時 に普通車取得税
をよ り大幅 に,小 型車取得税 もそれ相当に引 き下
げて普通車の購入価格 をより有利に した事であ っ
た。 このため 日本の乗用車では一挙 に小型車比率
が減少 し,自 動車 の平均燃費 は大 きく増大 した。
(表一6,表 一7)自 動車 エ ンジンの大容量化 は今 日
もなお四輪駆動をは じあ とした使 うこともない機
能 を もっRV車 の大幅な販売増加 と して続 いてい
る。(表_g)こ れ らがすべて 自動車燃料 の消費増
加を うながすのは もちろんであるが,重 要 な点 は
政府 の自動車税制改定 と高速道路建設を典型 と し
た政策 が それを助長 し,加 速 して い ることであ
る。
反面,ド イッの各都市で見 られ るよ うな都心部
や住宅地での 自動車進入禁止,軽 快電車の新規敷
設 や 自転 車専用 道路,一 般道路 で の 自転車専 用
レー ンの拡大 によるマイカー交通 の削減,公 共交
通 への転換政策な どは日本で はほ とん ど見 られな
い。 日本 もその加盟国であるOECDで は環境負
荷 の少 ない交通手段にいか に転換 してい くか,さ
まざまな調査,研 究を進 めているのに 日本で はそ
の内容 の紹介 は もちろん,そ のような動 きさえ政
府 や関係機関 は知 らせ ようとしていないのが現実
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である。
電力業界 も同様 である。「地球 にやさ しい」「電
気を大切に」 とCMで は広 く宣伝 してい るが,実
際 には電気温水器の販売 とオール電化住宅の普及
に力を傾 けてい る。電気温水器 の販売拡大には電
力各社 とも宣伝費 を投 じて一大 キ ャンペー ンを実
施 して いる有様である。夜間電力 の利用 のため と
いっているが夜間であれ電力需要 の大部分 を賄 っ
て い る火 力発電 か らCO2が 出 ることには変 りは
ない。 このことが示すよ うに電気の販売量の増加
を主要 な戦略 としてい るだ けで,CO2排 出削減 の
ためには電気販売 の削減 を も辞 さないよ うな姿勢
は見当た らない。
おわ りに
ドイッ,EUの 温暖化防止政策 と対比 しての私
の結論 は日本の環境政策 は言葉 だけで,実 際の行
動 は目先 の経済的利害関係 によって左右 されてい
る,利 害を損 な うよ うな環境問題 については,世
界政治全般 において 日本 に著 しい不利益を もた ら
す ことが明 白とな らなければ環境政策を実行 しな
い国である ことを改めて確認 した ことで あった。
1992年 の気候変動枠組 み条約が成立 してか ら京
都会議 を目の前 に した現在 までの 日本政府の言動
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してい く構造的特質 を世界 に明 らか に したよ うで
ある。
で は日本の環境政策 の具体的前進 を妨 げる要因
は何か。 自動車,建 設業界をは じめ とした業界,
それに経団連な ど環境政策の前進 によ り不利益を
こうむる利益集団 と,そ れ らの利害 と深 く繋が っ
ているうえ,そ れ ら業界 の利益擁護を役割 とす る
官僚 システム,お よび利益集団による経済的な庇


































%)が 導入 され た。
出所 自動 車年鑑
小 型 車18.5%)が 廃 止 さ れ,消 費 税(6%。1992年4月 よ り4.5%,1994年4月 よ り3
表一7乗 用車排気量別保有台数 ベス ト10
(1995年3月 末現在,台,%)









1 1,901-W2,000cc 10,982,792 29.09 104.09 200.24 5,484,89fi 21.92
2 1,401～1,500cc 7,0X,6$9 18.73 99.10 156.Q4 4,531,985 18.11
3 L801～1,900cc 3,595,698 9.52 101.61 .1. 1,280,455 5.12
4 1,501～1,600cc 2,623,399 6.95 100.64 83.87 3,127,977 12.50
5 2,401^-2,500cc 2,568,255 6.80 114.32 ?,136.02 35,990 a.i4
6 2,soy～3,000cc 1,728,463 ・ 115.61 1,981.39 87,235 0.35
7 1,201～1,300cc 1,721,131 」, 89.34 53.36 3,225,645 12.89
8 1,701～1,800cc 1,704,808 4.52 11 49.55 3,440,281 13.75







計 34,654,456 91.79 102.24149.78 23,137,433 92.45








ロ ー タ リ ー 車i124,206 0.33 96.7877.84 159,556 i.
不 明i 241 ■ 願 ■ 102.99186.82i 129 o■ ●
総 計 37,754,521 goo.o
I
103.411150.85 25,027,241 100.00
資料;(財)自 動 車検査登録協 力会 「わが国 の自動 車保有動 向」(平 成6年 版)
出所:自 動車 ハ ン ドブ ック1997年 版


















4 (1992) 5,333,784(5,149,169) 941,486 113.6 18.3




(118.3}5 (1993) 4,887,479(4,685,695) 973,816 103.4 1:




(147.5)6 (1994) 4,911,651(4,610,260) 1,112,669 114.3 24.1





(自 販 連 調 べ 、4WD合 計 に は 日野 、 日産 デ ィエ が 若 干 含 まれ る)
出所:自 販連(4WD合 計 には 日野,日 産 デ ィエが若干含 まれ る)
護 の もとにある政治家集団 とい う財界,政 界,官
界 とい う トライアングルが強力な リーダーシップ















6,「 環 境 首 都 」 フ ラ イ ブ ル グ,資 源 リサ イ ク ル推 進 協 議 会 編,
中央 法 規 刊
7.自 動 車 年 鑑1994,1995,1996
8.自 動 車 産 業 ハ ン ドブ ッ ク1995年,1996年,1997年
9.建 設 白書1995年,1996年,1997年
io.運 輸 白書1996年,1997年
11.日 刊 自動 車 新 聞.
